
土壌汚染防止対策に係る現行制度の概要

（未然防止対策） （回復対策）

【環境基本法】

( :25 )土壌の汚染に係る環境基準 対象 物質

【農用地土壌汚染防止法】

大 気 【大気汚染防止法】（＊） 特定有害物質（カドミウム、銅、砒素）

（

ばい煙の排出規制 等

農 汚染状況の調査 地域指定

水 【水質汚濁防止法】（＊）

排水規制、有害物質の地下浸透の禁止 等 用

対策計画 公害防除特別土地改良事業土

廃棄物 【廃棄物処理法】 地 灌漑排水施設の

埋立処分基準、最終処分場の構造・ 【費用負担法】 改善、排土・客土

）

維持管理基準 等

【土地改良法】

［ ］化学物質等 土壌・地下水汚染に係る調査・対策指針

（

土壌汚染の調査・対策の技術上の指針

（化学物質）【化審法】 市

特定化学物質の取扱の技術上の基準 等 【水質汚濁防止法】壌

（肥料） 【肥料取締法】 街 健康影響の恐れのある地下水汚染の浄化命令

土壌汚染を起こさない品質基準 →地下水汚染を生じさせる土壌汚染の対策

（農薬） 【農薬取締法】 地

土壌残留に係る登録保留基準、 【廃棄物処理法】

土壌残留性農薬の指定 生活環境の保全上支障が生じ、又は生ずるおそれがある

）

と認められる場合の支障の除去に係る措置命令

（＊）鉱山関係施設については【鉱山保安法】 →廃棄物の不適正処分に伴う土壌汚染の対策


